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深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託に係る 

公募型プロポーザル方式による業者選定実施要領 

 

１業務の目的 

 福祉総合相談窓口事業は、子ども、高齢者、障害者及び生活困窮者等の自立支

援など、様々な制度・分野にわたる課題を庁内関係部署や関係支援機関と連携を

図りながら、複雑で複合的な課題を抱える市民の相談を包括的に受け止め、課題

の解決に向けて相談者に寄り添いながら支援を行うことを目的とする。 

設置にあたっては、社会福祉法第 106 条の 3 第 3 項に示す地域生活課題を解決

するため相談支援や会議の運営支援のほか、埼玉県や他自治体の動向への対応が

必要であり、複合課題への相談対応の豊富な実績を備え、高度な専門知識を有す

る事業者に相談支援業務を委託する。 

また、生活困窮者自立支援事業は、就労状況、心身の状況、地域社会との関係

性その他の事情により現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することがで

きなくなるおそれのある者（以下「生活困窮者」という。）の生活保護に至る前の

段階の自立支援策として、生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号）に基

づき、生活困窮者の状態に応じた包括的かつ継続的な相談支援等を行うことによ

り、生活困窮者の自立の促進を図ることを目的とする。 

 

２業務の概要 

（１）業務名    

深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託 

（２）業務内容及び実施体制 

  深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託仕様書（案）に示す内容を想定す 

る。 

ただし、本業務の契約締結に係る仕様書は、提案者の提案内容を受けて変 

更することがある。 

 （３）実施期間 

   ア 契約予定日   令和６年２月上旬予定 

   イ 業務準備期間  契約日から業務開始日まで 

   ※受託者は、業務準備期間中に、深谷市が実施する研修を受講するものと 

する。 

    なお、業務準備期間中に要する費用は受託者の負担とする。 

   ウ 業務開始・終了日 令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの 

２年間とする。 
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 （４）見積上限額 

   総額 ８７，８００，０００円 

   （内訳） ①総合相談窓口事業      ２９，６００，０００円 

②生活困窮者自立支援事業   ５８，２００，０００円 

  ア生活困窮者自立相談支援事業３１，９００，０００円 

  イ就労準備支援事業     １３，２００，０００円 

  ウ生活困窮者家計改善支援事業１３，１００，０００円 

（全事業共に、消費税相当額を含むものとする。） 

なお、委託料上限額は、本業務の契約締結に係る上限額であり、この金額

を超える見積額で企画提案書が提出された場合は、当該提案者に係る審査自

体を行わないものとする。 

 

３実施形式 

  公募型プロポーザル方式 

 

４実施スケジュール 

  本プロポーザルのスケジュールについては、次のとおりとする。新型コロ 

ナウイルス感染症の拡大防止を図る観点から、状況により予定が変更になる場 

合、別途通知する。 

実施内容 実施期間 

ホームページへの公告 令和５年１０月１２日（木） 

参加申込書の提出の受付期間 令和５年１０月１８日（水）午前９時から 

令和５年１０月３１日（火）午後５時まで 

参加資格確認通知の送付 令和５年１１月８日（水） 

提案に関する質問の受付期間 令和５年１１月１３日（月）午前９時から 

令和５年１１月２０日（月）午後５時まで 

提案に関する質問の回答 令和５年１１月２７日（月） 

企画提案書の提出の受付期間 令和５年１１月１３日（月）午前９時から 

令和５年１１月３０日（木）午後５時まで 

プレゼンテーション実施 令和５年１２月１５日（金） 

受託候補者の選定・公表 令和６年２月上旬 

 

５参加資格 

 次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

 （１）埼玉県及び近隣都県（茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、東京都、神奈 

   川県）において、令和５年１０月１日時点で生活困窮者自立支援事業や 
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重層的支援体制整備事業（福祉の総合相談窓口含）を運営している者で 

あること。 

 （２）法人格を有すること。 

 （３）令和５・６年度深谷市物品等競争入札参加資格者名簿に登載されてい 

る者（医療介護福祉等）又は入札資格審査と同様の資格審査を受け適格 

と認められる者であること。 

 （４）深谷市の契約に係る入札参加停止などの措置要綱及び深谷市暴力排除 

措置要綱に基づく、入札参加停止又は入札参加除外の措置を受けていな 

い者であること。 

 （５）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定 

に該当しない者であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の 

申立をしている者（更生手続き開始の決定を受けている者を除く。）又 

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申 

立てをしている者（再生手続き開始の決定を受けている者を除く。）でな 

いこと。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７ 

７号）第２条に規定する暴力団等及びそれらに利益のある団体等でない 

者であること。 

 

６参加申込手続き 

 本プロポーザルに参加する者は、次の書類を事務局に提出すること。 

（１）受付期間 

 令和５年１０月１８日（水）午前９時から 

  令和５年１０月３１日（火）午後５時まで 

（２）提出方法 

  持参又は郵送とする。持参の場合は、事前に事務局に連絡すること。 

  郵送の場合は、受付期間内に必着とすること。 

 （３）提出書類 

    提出書類は次のとおりとする。 

   ア 参加申込書（様式２） 

   イ 事業者該当調書（様式３） 

   ウ 履歴事項全部証明書 

   エ 定款、規約又はこれらに準ずる書類 

   オ 法人の財務諸表（直近のもの） 

   カ 役員の氏名、住所等一覧（任意様式） 
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    キ 法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書 

（「その３」または「その３の３」） 

     ク 法人市民税の納税証明書（深谷市内に事業所がある場合） 

     なお、ウ、キ及びクは、提出日前３ケ月以内に発行されたもの（原本） 

であること。 

  （４）提出部数 

     各１部 

（５）参加者の決定 

     提出書類により参加資格の確認を行い、令和５年１１月８日（水）に参 

加資格の確認結果について、参加資格確認通知書を電子メールで送信す 

る。 

 

  ７企画提案書に関する質問の受付及び回答 

企画提案書に関する質問がある場合は、次のとおり質問すること。ただ 

し、評価及び審査に係る内容など、本業務の実施に必要ないと判断する質 

問には回答しない。 

   （１）受付期間 

     令和５年１１月１３日（月）午前９時から 

     令和５年１１月２０日（月）午後５時まで 

   （２）提出方法 

     質問書（様式１）を電子メールに添付して事務局に送信すること。 

     電子メールの件名は、「深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託に関す 

る質問」とすること。 

     なお、事務局から電子メールにより到達確認の連絡をする。 

   （３）回答日及び回答方法 

     令和５年１１月２７日（月）に深谷市ホームページに掲載する。 

 

  ８企画書の提出 

    参加資格の確認を受けた者は、次のとおり企画提案書を提出すること。 

   （１）受付期間 

     令和５年１１月１３日（月）午前９時から 

     令和５年１１月３０日（木）午後５時まで 

   （２）提出方法 

     持参又は郵送とする。持参の場合は、事前に事務局に連絡すること。 

     郵送の場合は受付期間内に必着すること。 

  （３）提出書類  
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     企画提案書（様式５）を提出すること。 

   （４）提出部数 

     ７部（正本１部、副本６部）とする。正本１部には、商号又は名称及 

び代表者名を記入し法人印を押印したもの、副本６部は正本と同じ内容 

であるが、商号又は名称及び代表者名を記入せず法人印を押印していな 

いものを提出すること。 

   （５）留意事項 

     ア 企画提案にあたっては、本実施要領及び仕様書を熟読すること。 

     イ １事業者１提案とする。 

     ウ 提出後の書類の変更、差し替え又は再提出は、受付期間中に限り      

       認める。その後の書類の変更、差し替え又は再提出は認めない。 

       ヒアリング審査時の追加資料の提出及び提示も認めない。 

     エ 本企画提案に係る一切の費用については、すべて提案者の負担と 

する。 

     オ 以下のいずれかに該当する企画提案は無効とする。 

       ・虚偽の記載があった場合 

       ・選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

       ・本実施要領に示す内容に従わない提案である場合 

       ・見積額が総額８７，８００，０００円（消費税相当額を含む） 

及び各事業の見積額を超える場合 

     カ 提出書類は返却しない。 

     キ 提出書類等の著作権は提案者に属するが、深谷市情報公開条例 

（平成１８年条例第１３号）の規定により情報公開請求があった場 

合は、提出書類等を公開する場合がある。 

     ク 企画提案書は本プロポーザルのために使用するものとし、深谷市 

に無断でその他の目的に使用しないこと。 

     ケ 参加申込書、企画提案書を取り下げる場合や契約締結までの間に 

参加資格を満たさなくなった場合は、速やかに辞退届（任意様式） 

を提出すること。 

 

  ９プレゼンテーション及びヒアリング 

     提出された企画提案書をもとに、次のとおりプレゼンテーション及び 

ヒアリングを実施する。 

   （１）日時 

     令和５年１２月１５日（金）を予定しており、招集時間等は個別に通 

知する。  
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    なお、プレゼンテーションの順番は事前に事務局がくじにより決定する。 

   （２）場所 

     深谷市役所とし、詳細は個別に通知する。 

   （３）時間配分 

     １事業者当たり４５分程度とし、冒頭３０分以内で提案者からのプレ 

ゼンテーションを受け、その後、深谷市からのヒアリングを１５分程度 

実施する。 

    なお、上記の時間は、提案者の入退室の時間及び準備時間は含まない。 

（４）プレゼンテーションの実施方法 

 提案者が行うプレゼンテーションは次の事項に従うこと。 

 ア プレゼンテーションの会場に入室できる者は、各提案者３名以内と 

し、仕様書に規定する業務管理者、主任相談支援員又は相談支援員 

として従事する予定の者とする。 

 イ 説明は、主任相談支援員を中心に出席者全員が協力して行うこと。 

 ウ 説明に用いることができる資料は、事前に提出した企画提案書のみ 

とし、追加提案や追加資料は認めない。 

エ プロジェクター等の使用を希望する場合は、あらかじめ事務局に連 

絡すること。この場合、プロジェクター及びスクリーンのみ事務局が 

用意する。ＰＣ等は、提案者が用意すること。 

オ 事前に提出した企画提案書に記載されている内容に限り、プロジェ 

クターで図表等を拡大し説明することは可能とする。 

 

  １０受託候補者の審査及び選定 

   以下の方法により審査及び選定を行う。 

   （１）審査 

     深谷市職員で構成する「深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託プロ 

ポーザル審査委員会」を設置し審査を行う。当該審査は非公開とする。 

   （２）選定方法 

     提出された企画提案書の内容及びヒアリングの内容を総合的に判断 

し、最も優れていると認める者を当該業務の最終企画提案者として受託 

候補者に選定する。次に優れていると認める者を、次点の受託候補者に 

選定する。 

   （３）審査基準 

     次の審査項目について、その信頼性、妥当性や理解度等を総合的に審 

査する。 
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評価項目 評価内容 

１ 実施場所 ・市役所に相談窓口を開設できるか。 

２ 実施体制 ・資格要件を満たしているか。 

・業務内容を遂行できるサポート体制を有しているか。 

・支援員の資質向上のため研修を実施できるか。 

３ 基本理念 ・福祉総合相談窓口や生活困窮者自立支援制度を理解し

ており、基本理念が妥当であるか。 

・地域の実情を適切に把握しているか。 

４ 支援業務の具体

的取組 

・各事業それぞれの支援方法について具体的にイメージ

し提案できているか。 

・アウトリーチ等の提案は実効性を見込めるか。 

・目標が達成可能なものであるか。 

・相談者の状況に応じ適切な支援につなげるため、関係

先と連携できるか。 

５ 支援を通じた地

域資源の創造 

・就労支援先の開拓や、関係機関とのネットワークづく

りができるか、 

６ 安全対策、危機管   

  理 

・個人情報を取扱う業務であるため、情報漏洩対策など、

しっかりとした危機管理体制が構築されているか。 

・問題が発生した場合の対応策が考えられているか（体

制等）。 

７ 事業開始体制 ・新年度から業務がスタートできる体制を整えられる

か。 

・業務を適切に実行できる組織であるか。（経理、人員等） 

８ 事業経費 ・委託料上限額を超えていないか。 

・各事業経費の積算は妥当か。 

９ その他（アピール 

ポイント等） 

・プレゼンテーションを通して本業務に取り組む意欲が

うかがえるか。 

 

（４）選定結果 

  選定結果（順位、合計点）は、令和６年２月上旬に、全提案者に対して文書

で通知するとともに深谷市ホームページで公表する。なお、深谷市ホームペー

ジに公表する。内容は、受託候補者及び次点の受託候補者の名称、合計点とす

る。 

 

 １１契約 

 （１）見積徴取 
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   最優秀企画提案者として受託候補者に選定した者に対し、本業務委託契約

に係る随意契約の見積りを徴取する。 

 （２）交渉 

   企画提案書の内容に基づき、業務内容や業務の実施に必要な具体的な履行

条件など詳細について協議及び調整（以下「交渉」という。）を実施し、契約

締結に係る仕様書の確定を行う。 

   なお、交渉の結果、合意に至らなかった場合は、次点の契約候補者と契約

締結に向けた交渉を行う。 

 （３）契約の締結 

   交渉の結果、合意に至った場合は、随意契約の方法により契約を締結する。 

 （４）契約金額の変更 

   本業務委託は、公募型プロポーザル方式により契約するものであり、深谷

市が指示した場合、深谷市と受託者との間で協議が整った場合又は深谷市が

リスクを負担すべき事象が発生した場合（自然災害等）を除き、原則として

契約金額の変更は行わない。 

 

 １２問い合わせ先（事務局） 

   深谷市福祉健康部 福祉政策課 福祉政策係 関根、松下 

   〒３６６－８５０１  

埼玉県深谷市仲町１１番１号 深谷市役所本庁舎１階 

   TEL ０４８－５７１－１２１１（代表） 

   FAX ０４８－５８０―３１８２ 

   Mail fukusi@city.fukaya.saitama.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:fukusi@city.fukaya.saitama.jp
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様式１ 

 

質  問  書 

 

令和  年  月  日 

法 人 名  

所 在 地  

担当職氏名  

担当者連絡先 

所 属  

電話番号  

メ ー ル  

 

質問の内容 質問項目（注３） 

  

 

注１ 企画提案に関する質問受付期間は、令和５年１１月１３日（月）から令和

５年１１月２０日（月）午後５時までです。 

注２ 提出は、メールに限ります。本様式に入力の上、メールにデータを添付し

てください。   メール：fukusi@city.fukaya.saitama.jp 

注３ 質問の対象となる書類（実施要領・仕様書など）、ページ、項目などを記入

してください。 

注４ メールの送信にあたっては、必ず件名に「深谷市福祉総合相談窓口事業等

業務委託に関する質問」と入れてください。 

 

mailto:fukusi@city.fukaya.saitama.jp
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様式２ 

年  月  日 

 

深谷市長 小島 進あて 

 

（所 在 地）              

（商号又は名称）                       

（代表者職名）               

 

深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託に係る公募型プロポーザル方式による

業者選定実施要領に基づき、下記のとおり参加を申し込みます。 

 

記 

 

 １ 業 務 名  深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託 

 

 ２ 入札参加資格  深谷市における入札参加資格者名簿登録 

             

                 あり  ・  なし 

 

 ３ 添 付 書 類 

 （１）事業者概要調書（様式３） 

 （２）履歴事項全部証明書 

 （３）定款、規約又はこれらに準ずる書類 

 （４）法人の財務諸表（直近のもの） 

 （５）役員の氏名、住所等一覧（任意様式） 

 （６）法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（「その３」又は「その３の３」） 

 （７）法人市民税の納税証明書（深谷市内に事業所がある場合） 

  

なお、（２）、（６）及び（７）は、提出日前３ケ月以内に発行されたものであること。 

 

【連絡先】 

担当者所属・氏名                   

電 話 番 号                   

Ｆ Ａ Ｘ 番 号                   

電 子 メ ー ル                   
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様式３ 

事業者（参加申込書を提出する法人）概要調書 

 

事業者名  

事業者の概要 

 

有資格者の状況 

資格 人数 備考 

社会福祉士   

精神保健福祉士   

保健師   

社会保険労務士   

ファイナンシャル・ 

プランニング技能士 

（１級・２級・３級） 

  

消費生活専門相談員   

消費生活アドバイザー   

所費生活コンサルタント   

その他（    ）   

その他（    ）   

有資格者数   

（注）１ 有資格者数は、実人数を記載してください。 

   ２ 複数の資格を有する職員については、資格欄上段の資格を優先して計   

上し、有資格総数で重複しないように計上してください。 

   ３ 令和５年１０月１日時点の情報及び数値を記載してください。 
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様式４ 

深福発第  号 

 年  月  日 

 

公募型プロポーザル参加資格確認通知書 

 

御中 

 

深谷市長 小島 進 

 

  年  月  日付の公募型プロポーザル参加申込書により申請があった次

の業務に係る参加資格について確認したので通知します。 

 

 １ 業務名  深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託 

 

 ２ 確認結果 

       参加資格を有することを認めます。 

 

 標記業務の公募型プロポーザル方式実施要領に基づき、所定期日までに提案書

等を提出するよう依頼します。 
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様式５ 

 

企画提案書 

  年  月  日 

深谷市長       宛て 

 

 所 在 地 

商号又は名称 

代表者職氏名         印 

 

 

 下記業務の企画提案に基づく選定について、深谷市福祉総合相談窓口事

業等業務委託に係る公募型プロポーザル方式による業者選定実施要領に基

づき、企画提案書を提出します。 

 なお、本書及び企画資料の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 対象業務 

 （１）業 務 名 深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託 

 （２）実施主体 深谷市 

 （３）履行期間 令和６年４月１日から令和８年３月３１日 

 

２ 公示日    令和５年１０月１１日 

 

 

 

 

 

【連絡先】 

担当者所属・氏名                   

電 話 番 号                   

Ｆ Ａ Ｘ 番 号                   

電 子 メ ー ル                   



14 

 

深谷市福祉総合相談窓口事業等業務委託の提案 

１ 事務所の設置 

 

所在地番   

建物名称  

設置階  

事務所面積  

２ 事業実施体制等 

 

休暇や繁忙時の応援体制 

 

 

 

従業者の育成体制 

 

 

 

配置職種 年齢 資格 経験 その他 

福祉総合相談支援員     

総合相談支援員     

主任相談支援員     

相談支援員兼就労支援員     

就労準備支援員     

家計改善支援員     

３ 基本理念（業務実施にあたっての考え方、基本方針を記載） 
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４ 支援業務の具体的取組 

 

【福祉総合相談窓口事業】 

包括的相談の受付 

インテークの手法 

 

 

アセスメント作成 

 

 

複合課題への調整 

関係課・関係機関との 

連携方法 

 

 

複数課等の支援状況の 

進捗管理 

 

 

支援会議等の開催 

 

 

 

支援終了 

フォローアップ方法 

 

 

地域資源の開発 

地域資源との連携 

 

 

アウトリーチ手法 

 

 

【生活困窮者自立相談支援事業】 

アウトリーチ手法 

 

 

 

包括的相談の受付 

インテークの手法 

 

 

スクリーニングによる 

他機関への繋ぎの方法 

 

 



16 

 

アセスメント 

自立支援計画の作成 

 

 

支援調整会議の 

開催方法等 

 

 

モニタリングの方法 

 

 

 

プラン評価 

再プランの方法 

 

 

支援終了 

フォローアップの方法 

 

 

住居確保給付金事業 

就労支援方法 

ハローワークとの連携 

 

 

 

【就労準備支援事業】 

就労準備における 

支援の方法 

 

 

就労準備支援プランの 

作成 

 

 

ハローワーク及び就労 

体験先その他の関係 

機関との連携方法 

 

支援終了 

フォローアップの方法 
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【生活困窮者家計改善支援事業】 

家計相談における 

支援の方法 

 

 

家計管理表、 

債務整理計画表の作成 

 

 

 

自立相談支援機関及び 

法テラスその他の 

関係機関との連携方法 

 

ハローワーク等関係機関 

との連絡調整の方法 

 

支援終了 

フォローアップの方法 

 

 

５ 支援を通じた地域資源の創造 

 

地域ネットワーク 

の構築 

 

不足する社会資源の 

開拓・創造 

 

住民等への理解促進 

 

 

６ 安全対策危機管理 

 

個人情報の取扱い 

に関する取組 

 

守秘義務に関する 

取組 

 

業務上のミス・トラブル等

の未然防止策 

 

トラブル発生時の対応策、

訴訟等への対応 

 

各種帳票、情報端末等の管

理方法 
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７ 事業開始準備（進捗状況・スケジュール） 

 

事務所確保 

 

 

従業者確保 

 

 

必要物品等の調達 

 

 

ＰＲ 

 

 

８ 業務委託料 

 

見積金額（２ヶ年分）         円 
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９ 事業経費内訳 

 

【福祉総合相談支援事業】 

見積金額（２ヶ年分）         円 

対象経費内訳（初年度分） 支出予定額（円） 積算内訳 

給料（  名） 

職員手当等（  名） 

社会保険料（  名） 

報酬 

報償費 

旅費 

賃金 

  

需用費（小計）   

  消耗品費 

  燃料費 

  会議費 

  印刷製本費 

  光熱水費 

修繕料 

  

役務費（小計）   

  通信運搬費 

  手数料 

  保険料 

  

委託料（小計）   

  使用料及び賃借料 

  備品購入費 

  負担金 

  

 

 

 

 

合計（１ヶ年分）         円  
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対象経費内訳（２年度分） 支出予定額（円） 積算内訳 

給料（  名） 

職員手当等（  名） 

社会保険料（  名） 

報酬 

報償費 

旅費 

賃金 

  

需用費（小計）   

消耗品費 

燃料費 

会議費 

印刷製本費 

光熱水費 

修繕料 

  

役務費（小計）   

  通信運搬費 

  手数料 

  保険料 

  

委託料（小計）   

  使用料及び賃借料 

  備品購入費 

  負担金 

 

 

 

 

合計（１ヶ年分）         円  
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【生活困窮者自立相談支援事業】 

見積金額（２ヶ年分）         円 

対象経費内訳（初年度分） 支出予定額（円） 積算内訳 

給料（  名） 

職員手当等（  名） 

社会保険料（  名） 

報酬 

報償費 

旅費 

賃金 

  

需用費（小計）   

  消耗品費 

  燃料費 

  会議費 

  印刷製本費 

  光熱水費 

修繕料 

  

役務費（小計）   

  通信運搬費 

  手数料 

  保険料 

  

委託料（小計）   

  使用料及び賃借料 

  備品購入費 

  負担金 

  

 

 

 

 

合計（１ヶ年分）         円  
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対象経費内訳（２年度分） 支出予定額（円） 積算内訳 

給料（  名） 

職員手当等（  名） 

社会保険料（  名） 

報酬 

報償費 

旅費 

賃金 

  

需用費（小計）   

  消耗品費 

  燃料費 

  会議費 

  印刷製本費 

  光熱水費 

修繕料 

  

役務費（小計）   

  通信運搬費 

  手数料 

  保険料 

  

委託料（小計）   

  使用料及び賃借料 

  備品購入費 

  負担金 

 

 

 

 

 

 

合計（１ヶ年分）         円  
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【就労準備支援事業】 

見積金額（２ヶ年分）         円 

対象経費内訳（初年度分） 支出予定額（円） 積算内訳 

給料（  名） 

職員手当等（  名） 

社会保険料（  名） 

報酬 

報償費 

旅費 

賃金 

  

需用費（小計）   

  消耗品費 

  燃料費 

  会議費 

  印刷製本費 

  光熱水費 

修繕料 

  

役務費（小計）   

  通信運搬費 

  手数料 

  保険料 

  

委託料（小計）   

  使用料及び賃借料 

  備品購入費 

  負担金 

  

 

 

 

 

合計（１ヶ年分）         円  
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対象経費内訳（２年度分） 支出予定額（円） 積算内訳 

給料（  名） 

職員手当等（  名） 

社会保険料（  名） 

報酬 

報償費 

旅費 

賃金 

  

需用費（小計）   

  消耗品費 

  燃料費 

  会議費 

  印刷製本費 

  光熱水費 

修繕料 

  

役務費（小計）   

  通信運搬費 

  手数料 

  保険料 

  

委託料（小計）   

  使用料及び賃借料 

  備品購入費 

  負担金 

 

 

 

 

 

 

合計（１ヶ年分）         円  
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【家計改善支援事業】 

見積金額（２ヶ年分）         円 

対象経費内訳（１ヶ年分） 支出予定額（円） 積算内訳 

給料（  名） 

職員手当等（  名） 

社会保険料（  名） 

報酬 

報償費 

旅費 

賃金 

  

需用費（小計）   

  消耗品費 

  燃料費 

  会議費 

  印刷製本費 

  光熱水費 

修繕料 

  

役務費（小計）   

  通信運搬費 

  手数料 

  保険料 

  

委託料（小計）   

  使用料及び賃借料 

  備品購入費 

  負担金 

  

 

 

 

 

合計（１ヶ年分）         円  
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対象経費内訳（２年度分） 支出予定額（円） 積算内訳 

給料（  名） 

職員手当等（  名） 

社会保険料（  名） 

報酬 

報償費 

旅費 

賃金 

  

需用費（小計）   

  消耗品費 

  燃料費 

  会議費 

  印刷製本費 

  光熱水費 

修繕料 

  

役務費（小計）   

  通信運搬費 

  手数料 

  保険料 

  

委託料（小計）   

  使用料及び賃借料 

  備品購入費 

  負担金 

 

 

 

 

 

 

合計（１ヶ年分）         円  
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１０ その他 

 

提案内容のアピール 

ポイント 

 

 

  

貴法人のアピール 

ポイント 

 

 

  

注１：項目毎に、企画の概要及び数字等を記入してください。 

注２：この様式を適宜調整すること（ページ数を増やす等）は差し支えありません。ま

た、この様式によらず、任意の様式で上記の項目について詳細な企画提案書を作成す

ることも差し支えありませんが、上記の項目を網羅する必要があります。なお、企画

提案書は、様式に関わらずＡ４判で２０ページ以内としてください。 

注３：作成した法人等を特定できる内容の記述はしないでください。 

注４：業務委託料及び事業経費内訳は消費税及び地方消費税を含めた金額を記入してく

ださい。なお、消費税及び地方消費税は税率１０％で計算してください。 

 

 


